
（福岡県知事許可） 

 

2. 令和４年度（令和５年１月１日以降） チェックリスト（経営規模等評価申請書・

確認書類一覧表） 

 

 

 

 

★事前に往復葉書による審査予約申込を行い、通知された郵送開始日以降に福岡県行政書士会に送付して下さい。 

※令和４年度受付締切日は令和５年1月12日（木）（基本的には、各審査期日に対する受付期間をお守り下さい） 

★郵送開始日以降、速やかに、下記のチェックリスト記載の申請書類一式をレターパックプラスに封入し、福岡県行政書

士会に送付してください。送付するレターパックの余白に「会社名」「地区名・受付番号」「郵送開始日」「決算日」を朱

書きして下さい。（１社１封筒） 

※令和 5 年度福岡県建設工事入札参加資格審査申請を希望の本県知事許可事業者の経営事項審査は如何なる理由があろ

うと令和5年1月20日（金）必着とします。（基本的に、本県の定める審査期日をお守りください） 

※経営事項審査は直前の決算日を審査基準日とするため、新たな決算日を迎える以前に申請が必要です。 

★審査書類郵送後の書類追加郵送は、審査運営に支障をきたすためご遠慮ください。不足書類がある場合は、県側から補

正指示を出しますので、補正指示に従ってください。 

★審査書類に不備が多い場合、審査員からの連絡に応答がない場合（暴言・威圧的な発言含む）、追加でお願いした書類

が1カ月以上届かない場合等は、審査を中止して書類を返却する場合があります。（この場合、県領収証紙も返却します） 

★提出書類で「写し」としているものは、必ず申請者でコピーを取り郵送して下さい。本県審査において、き損等が生じ

た場合に責任を負いかねます。 

★本チェックリストにない詳細は、手引きの他ページをご参照ください。 

★申請の内容が分かるよう、コピーを取っておく等の対応をお願いします。 

★各種様式は、福岡県のホームページからダウンロードできます。「福岡県 令和４年度経営事項審査」で検索 

〇日中の連絡先 氏名・電話番号                

    

提出書類 留意事項 

チェッ

クリス

ト㋹ 

必
須
確
認
書
類 

☆ 本チェックリスト ・連絡先（氏名・電話番号）の記入を忘れずに □ 

☆ 
福岡県領収証紙（領収証紙納付書に貼付） 

・8,500円＋｛（受審する業種数）×2,500｝円 

（例）1業種＝11,000円、2業種＝13,500円 

□ 

☆ 

副本返信用レターパックプラス 

・宛先の記入 

・「ご依頼主さま保管用シール」は申請者で剥がしておい

て下さい。 

□ 

1 □封筒（経営事項審査申請表紙を貼付また
は印刷したもの） 
※サイズは角２以上。申請書類が多い場合
は、マチ付の封筒。 

・折り畳み可 

（複数業者を1封筒に同封しないでください。） 

 □ 

2 □事前予約の返信ハガキ ・県から郵送開始日を通知したもの □ 

3 □経営規模等評価申請書・総合評定値通知
請求書(様式第25号の14、別紙１～３) 

・正本１部、副本１部の計２部 
□ 

4 □経営状況分析結果通知書 ・原本１部のみ提出 
※未提出の場合は審査中止（後日送付不可） 

□ 

5 □建設業許可通知書写し、建設業許可申請
書副本写し、廃業届（一部廃業のみ）写し 

・現在有効な許可年月日の許可通知書 
・許可申請書副本は、事業者名、代表者名、事務所所在
地が分かる部分（様式第一号+別紙二が基本） 

□ 

6 □現在有効の許可についての、変更届控写
し（該当がある場合のみ提出） 

・事業者名、代表者名、事務所所在地の変更時に提出す
るもの（様式第二十二号の二が基本） 

□ 

経営規模等評価結果

通知書・総合評定値

通知書（県） 
審査（県） 

郵送開始日以降に申請

書・添付書類・審査手数料

を封筒に入れて福岡県行

政書士会へ送付（申請者） 

郵送開始日

通知（県） 

県へ審査予

約申込 

（申請者） 

（フローチャート） 



（福岡県知事許可） 

 

7 □直前決算に係る変更届出書控写し 
※「控えの原本は不可」 
①様式第2号 工事経歴書 
②様式第3号 直前3年の各事業年度にお
ける工事施工金額 
③様式第15・16・17-2号 貸借対照表・
損益計算書・注記表（法人の場合） 
以上は必須 

・営業年度終了後に提出し、県土整備事務所の受付印の
あるもの。 
・以下の条件を満たすもの 
  課税事業者は「税抜き処理」により作成 
  免税事業者の場合は、財務諸表のみ「税込み処理」

により作成 

□ 

8 □法人、個人を問わず消費税確定申告書控
写し 
□法人・・・直前決算の法人税確定申告書
（別表一）控写し 
□個人・・・直前決算の所得税確定申告書
控写し 
※決算書等の添付書類は不要 

・免税業者は消費税確定申告書控写し不要 
（ただし、当初課税業者だった方が免税業者になった場
合は、「消費税の納税義務者ではなくなった旨の届出書」
の申請者控写しを提出（税務署の受付印のあるもの）） 
・電子申告の場合は、「電子申告入力画面をプリントアウ
トしたもの＋申告受信通知メールをプリントアウトした
もの」など受付の事実が確認できる書面 
・個人の業者で所得税申告が不要な方は、市町村民税確
定申告書控写しを提出 

□ 

9 □前年度の申請書控写し 
・経営規模等評価申請書・総合評定値請求
書の副本写し（前年度分） 
・経営規模等評価結果通知書・総合評定値
通知書の原本写し（前年度分） 

・前年度に受審している場合で申請書（本県の受付印の
あるもの。様式第25号の14、別紙１～３)の写しを提出。 

□ 

10 技術者の資格確認書類の写し 
（資格証、実務経験証明書、大臣認定書等） 
※１級国家資格者かつ監理技術者講習受
講者については、監理技術者証（写）及び
監理技術者講習修了証（写） 
※現場に資格証を持って行くことが義務
付けられているもの（電気工事士、消防設
備士、電気主任技術者）も写し 
※監理技術者を補佐する資格を有する者
については、該当する業種の主任技術者と
なる資格を確認できる資格証、実務経験証
明書又は大臣認定書等及び１級第一次検
定の合格通知書（写）又は合格証明書（写） 

・前回提出した技術職員の資格に変更が無い場合は省略
可能 

・ただし、省略する場合は、前回提出済みの技術職員名
簿を提出→「9」に含む 

・監理技術者資格者証・監理技術者講習修了証は毎回写
しを提出 

・基幹技能者は「登録基幹技能者講習修了証」を毎回写
しを提出 

□ 

11 □技術者の６か月超前からの常用雇用及
び若年者の年齢の確認書類 
※被保険者証の写しを提出する場合は、保
険者番号及び被保険者等記号・番号をマス
キングすること。 

・詳細は手引きP20ページを参照 
・技術職員名簿の掲載順に並べること 
 

□ 

12 □工事請負契約書の写し 
□契約書がない場合は注文書の写し 
□契約書も注文書もない場合は請求書等
の写し 
※単なる入金記録や会計システム上の帳
票等のみでは工事内容等が全く確認でき
ないため不可。 
※各工事経歴書に記載のある請負金額上
位3件のみを提出とするが、過去の経審で
虚偽申請を行った事業者や、内容に疑義が
ある場合は追加で資料を求めることがあ
る。 

・工事経歴書に記載した工事のうち、請負金額の上位３

件（元請・下請問わず）について提出 

・契約日、工事名、請負代金、工期、発注者、請負者が

わかるもの 

・変更契約（金額変更・工期変更）についても提出 

・上記にＪＶ受注工事が含まれる場合は、共同企業体協

定書（写し）を提出 

・契約書等には会社の代表者印を朱で押印後、写しを提

出（元々、代表社印を押印しているものは作業不要） 

・付表を用い、完成工事高を合算した場合は、合算対象

とした業種全体のうち請負金額上位５件のみでも可 

□ 

以下は、該当する場合のみ提出が必要です。 

そ
の
他
の
審
査
項
目
の 

確
認
書
類 

13 □雇用保険の確認書類 ・手引きP22ページを参照 
・審査基準日を含む年度の内容がわかるもの 

□ 

14 □健康保険、厚生年金保険の確認書類 ・手引きP22ページを参照 
・審査基準日を含む月の内容がわかるもの（口座振替の
場合は右側の領収済通知書の決算月分が必要（手引きP60
ページに例示）。窓口支払いの場合は、領収済通知書の左
上の「納入目的年月」の決算月分が必要） 

□ 



（福岡県知事許可） 

 

15 
建設業退職
金共済組合 

□同組合が発行する加入履
行 証明書原本 

 □ 

16 退職一時金
制度又は企
業年金制度 

退
職
一
時
金 

いずれか１点を提出 
 
□中小企業退職金共済
制度への加入を証明書
する書面「原本」 
□特定退職金共済団体
制度への加入を証明す
る書面「原本」※1 
□自社退職金制度を採
用している場合は、就
業規則又は労働協約の
写し※2 

退職一時金制度又は企業年金制度のいずれかのみの提出
で可 
※1 原則として税務署からの承認文書番号の記載のある
もの 
※2 退職金部分に関する部分のみ。但し、10名以上の従
業員がいる場合は労働基準監督署の受付印のあるページ
の写しも必要 

□ 

 

企
業
年
金
制
度 

いずれか１点を提出 
 
□厚生年金基金への加
入を証明する書面「原
本」 
□確定拠出年金への加
入を証明する書面「原
本」※3 
□確定給付企業年金へ
の加入を証明する書面
「原本」※4 
□適格退職金年金契約
書（企業年金保険証券
及び協定書）の写し※5 

 
※3 確定拠出年金運営管理機関発行 
※4 基金型は企業年金基金発行 
   規約型は資産管理運用機関発行 
※5 企業が法人税法に定める適格退職年金契約を信託銀
行や生命保険会社等と契約して、拠出金を預託して退職
年金を支給する場合 

□ 

そ
の
他
の
審
査
項
目
の
確
認
書
類 

17 法定外労働
災害補償制
度 

いずれか１点を提出 
□（公財）建設業福祉共済
団への加入を証明する書面
の写し 
□（一社）全国建設業労災
互助会への加入を証明する
書面の写し 
□（一社）全国労働保険事
務組合連合会の労働災害補
償制度への加入を証明する
書面「原本」 
□中小企業等協同組合法の
認可を受けて共済事業を行
う者への加入を証明する書
面「原本」 
 
○民間の保険会社の場合 
1）業務災害総合保険（いず
れか１点） 
□保険証券の写し□保険加
入証明書「原本」 
2）普通傷害保険（準記名式）
（いずれか１点）※6 
□保険証券の写し 
□保険加入証明書「原本」 
2）の場合は、以下の書類を
併せて提出（いずれか１点） 
□政府労働災害補償保険料
納付済証明書「原本」 
□政府労働災害補償保険料
納付済領収書写し＋政府労
働災害確定保険料申告書の
写しの提出 

 
 
・次の要件の全てを満たすものでなければ評価の対象と
なりません（民間保険会社の場合、保険証券写し又は保
険加入証明書で以下項目が確認できる資料） 
 
①業務災害と通勤災害のいずれも保険給付の対象 
②直接の使用関係にある職員及び下請負人の直接の使用
関係にある職員のすべてを保険給付の対象としているこ
と 
③死亡及び労働災害補償保険の障害等級１級から７級ま
でに係る災害のすべてを保険給付の対象としていること 
④共同企業体による工事及び海外工事を除くすべての工
事現場の災害を保険給付の対象としていること 
⑤保険加入期間が審査基準日を含むもの 
 
※6 普通傷害保険（準記名式）の場合は、上記要件の他
に以下の要件を満たす必要があります 
⑥被保険者数が事業所の職員数（役員は含まない）を上
回っていること 
⑦政府の労働災害補償保険料を納付していること 
いわゆる団体加入の場合は個々の事業主は法律上の保険
契約者とはなりませんが、実質上保険会社との間で契約
を締結しているものとみなします。 
 

□ 

18 民事再生法
又は会社更
生法適用の
有無 

□手続開始決定日を証する
書面写し※7 
□手続終結の決定日を証す
る書面（官報広告等）写し
※8 

※7 平成23年4月1日以降に適用を申し立てて、手続開
始決定となった業者 
※8 手続終結となった業者 

□ 
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19 防災協定の
締結の有無 

いずれか１点を提出 
□国、特殊法人等又は地方
公共団体との防災協定書の
写し 
□加入している団体が防災
協定を締結している場合
は、加入団体からの証明書
「原本」＋協定書写しを提
出（手引きP60ページ参照） 

 
 
・防災協定とは、不測の災害等への備えとして、防災・
復旧活動等への機材・役務等の提供、災害時の待機等に
関して予め定めたもの。復旧工事等の工事請負契約自体
は該当しない。 

□ 

20 監査の受審
状況 

いずれか１点を提出 
□会計監査人設置の場合、
有価証券報告書写し又は監
査証明書写し※9 
□会計参与設置の場合、会
計参与報告書写し※9 
□建設業の経理事務の責任
者のうち、公認会計士、税
理士、1 級登録経理試験に
合格した年度の翌年度から
5 年を経過しないもの、登
録経理講習の1級講習を受
講した年度の翌年度から 5
年を経過しないもの及び令
和5年3月31日までの間は
平成28年度以前に1級登録
経理試験に合格した者等の
いずれかに該当する者が、
「経理処理の適正を確認し
た旨の書類」に自らの署名
又は押印を付したものの原
本※10（下記） 

 
 
※9 登記事項証明書（写し可）を併せて提出 

□ 

21 公認会計士
等及び二級
登録経理試
験合格者の
数 

□合格証等の写し（提出） 
□常勤性の確認資料の写し
※10（提出） 

（公認会計士） 
 公認会計士として登録され、公認会計士法第28条の規
定による研修の受講を証明する書面の写し 
（税理士） 
 税理士として登録され、所属税理士会が認定する研修
の受講を証明する書面の写し 
（1級・2級登録経理試験合格者） 
・試験合格年度の翌年度から 5 年を経過していない合格
を証明する書面の写し 
・登録経理講習受講年度の翌年度から 5 年を経過してい
ない受講を証明する書面の写し 
 但し、平成28年度以前に登録経理試験合格者について
は、令和5年3月末までの間は登録経理講習の受講がな
くとも評価対象とする。（合格証明書の写しで可） 
※10 常勤で雇用されている職員が対象。常勤性の確認
は、健康保険証の写し又は、出勤簿及び賃金台帳の写し
等で行う（審査基準日における在籍を確認する） 

□ 

22 研究開発費 □注記表（様式第17号の2）
等 

・会計監査人設置会社のみ対象 
・今期、前期の2期分を提出 

□ 

23 建設機械の
保有状況 

□建設機械の保有状況、ISO
の取得状況一覧表 
 
上記書類に加えて建設機械
ごとに下記のいずれか１点
を提出 
 
（建設機械購入者） 
□売買契約書の写し 
□車検証の写し 
□販売店からの販売証明書
の写し※11 
□統一譲渡証明書の写し 
（（一社）日本建設機械工業
会が指定するもの）（リース
契約者） 
□リース契約書の写し※12 

注）建設機械として計上できるものは下記の表1を参照 
購入者・リース契約者共に申請者と使用者が同じものし
か認められません。レンタルは該当しません 
 割賦契約者は支払終了後契約者の所有となるため、支
払期間が審査基準日より1年7か月に満たなくても評価
対象とする 
※11 新規のものは、原本を申請者がご確認の上で写し
を提出（昨年と同じものは写し提出のみで可）。販売店以
外のものは不可 
※12 審査基準日から1年7か月以上契約期間を有する
もの（自動更新又は購入等の文言があれば１年 7 か月未
満でも可） 

□ 
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 □特定自主検査記録表の写
し 
（ｼｮﾍﾞﾙ系掘削機、ﾄﾗｸﾀｰシ
ョベル、ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞｰ、ﾓｰﾀｰ
グレーダー、締固め用機械、
解体用機械、高所作業車の
場合） 
□製造時検査証又は性能検
査証の写し（移動式クレー
ンの場合） 
□自動車検査証の写し） 
※13 
（ダンプ車両の場合） 

・審査基準日に有効期間が更新されていること。又は検
査実施されていること 
・特定自主検査記録表については、新車の購入日が審査
基準日以前1年以内の場合は省略可能 
※13  ダンプ車両は、自動車車検証の「車体の形状」欄
に「ダンプ」、「ダンプトレーラ」又は「ダンプセミトレ
ーラ」の記載があること 

□ 

24 国、ISO の
認証の取得
状況 

□ISO9001，14001、エコア
クション 21 の審査登録機
関の認証を証明する書類の
写し（提出） 

以下の条件を満たすもの 
・認証範囲に建設業が含まれていること 
・特定の事業所単位での認証となっていないこと 

□ 

25 CPD 単位取
得数 
技能レベル
向上者数 

□CPD 単位を取得した技術
者名簿（様式第4号提出） 
・審査基準日1年以内に取
得したCPD単位数が確認で
きる CPD 認定団体による
CPD 取得単位証明書（実績
証明書）の提出 
・上記技術者名簿に記載し
た技術者に係る検定若しく
は試験の合格証その他資格
を証明する書面の写し 
□技能者名簿（様式第5号
提出） 
・能力評価（レベル判定）
結果通知書の写し（向上前
と向上後の写し） 
・工事施工台帳の作業員名
簿の写し 
 
★上記に係る審査事務の取
扱い 
CPD 単位取得者、技能レベ
ル向上者数が「0」の場合や、
証明書類が揃わない場合は
様式第4号及び様式第5号
は添付不要です。またその
場合、申請書の「知識及び
技術又は技能の向上に関す
る取組の状況」は、すべて
空欄として差し支えありま
せん。 

（CPD） 
・技術者名簿（様式第4号）は、技術職員名簿（申請書）
に記載のない技術者を記載する。 
※申請書の「技術者数」は、主任技術者・監理技術者・1
級技師補及び2級技師補の合計数 
・CPD単位数は、認定団体ごとに定められた数値で除し、
30を乗じた数値を記載すること。（小数点以下切り捨て） 
・1人当たり30単位が上限 
・「審査基準日1年以内に取得」が書類で確認できること 
・複数の CPD 認定団体により単位を修得している場合、
いずれか1つのCPD 認定団体の単位をもとに算出するこ
と。 
（技能者） 
・技能者は、審査基準日以前 3 年間に建設工事の施工に
従事した者（作業員名簿に記載された者）で、監理技術
者や主任技術者として建設工事の施工管理のみに従事し
た者は除きます。 
・認定能力評価基準により受けた評価が審査基準日以前3
年間に1以上向上した者の数が対象となります。 
※評価対象となるのはレベル 2 以上の評価を受けてから
です（評価を受けていない者はレベル 1 と同等となるた
め）。 
（CPD、技能者の常勤性の確認） 
常勤で雇用されている職員が対象であり、審査基準日

以前6か月と1日前以前から直接的かつ恒常的な雇用関
係が必要です。 
※審査基準日における在籍を確認する 

※保険証と標準報酬決定通知書の写しが基本 

□ 

 26 ワーク・ラ
イフ・バラ
ンスに関す
る取組の状
況 

□女性の職業生活における
活躍の推進に関する法律に
基づく認定通知書 
いずれか１点を提出 
・えるぼし認定（1段階目） 
・えるぼし認定（2段階目） 
・えるぼし認定（3段階目） 
・プラチナえるぼし認定 
□次世代育成支援対策推進
法に基づく認定通知書 
いずれか１点を提出 
・くるみん認定 
・トライくるみん認定 
・プラチナくるみん認定 
□青少年の雇用の促進等に
関する法律に基づく認定通
知書 
・ユースエール認定 
□上記３認定について、厚
生労働省の公表資料、デー
タベース等から、認定企業
として掲載されているペー
ジを印刷したもの（※） 

・審査基準日において認定されていること 
・いずれの書類も写しを提出 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※ 申請時点で認定取消しや辞退がないことを確認しま
す。 
 厚生労働省関連サイト「両立支援のひろば」、「女性の
活躍・両立支援総合サイト」、「若者雇用促進総合サイト」
等で認定企業情報が確認できます。 

□ 



（福岡県知事許可） 

 

両立支援のひろば 
URL：https://ryouritsu.mhlw.go.jp/ 
 
女性の活躍・両立支援総合サイト 
URL: https://positive-ryouritsu.mhlw.go.jp/ 
 
若者雇用促進総合サイト 
URL: 
https://wakamono-koyou-sokushin.mhlw.go.jp/search/
service/top.action 
 

 

表1 

   

種  類 名   称 範           囲 

掘削機械 ショベル系掘削
機 

ショベル、バックホウ、ドラグライン、クラムシェル、クレーン、パイルドライバ
ーのいずれかのアタッチメントを有するもの 

トラクター類 ブルドーザー 自重が3トン以上のもの 
トラクターショ
ベル 

バケット容量が0.4立方メートル以上のもの 

クレーン 移動式クレーン つり上げ荷重3トン以上のもの 
貨物自動車 ダンプ車 

ダンプ、ダンプフルトレーラ、ダンプセミトレーラ 

整地・締固め機械 
モーターグレー
ダー 

自重が5トン以上のもの 

高所作業車 高所作業車 作業床の高さが2メートル以上のもの 

締固め用機械 締固め用機械 ロードローラー、タイヤローラー、振動ローラー 

解体用機械 解体用機械 ブレーカ（油圧・空圧）、鉄骨切断機、コンクリート圧砕機、解体用つかみ機 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注意 前年度に経営事項審査を受けていない場合は、以下のものが必要です。 

○7，8，12については工事種類別完成工事高において 

（イ）2年平均を選んだ場合は2ヵ年分 

（ロ）3年平均を選んだ場合は3ヵ年分 

（注意）決算が未到来やその他工事として計上する場合など業種ごとの完成工事高として計上しない場合は、 

変更届の提出は不要です。 
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【経営事項審査を受審の事業者の皆様へアンケートのお願い】 

 今後の経審について、下記設問の最も当てはまる数字１～３のいずれかに〇印を付けて本チェッ

クリストを同封して下さい。 

※行政書士様が複数の業者の代理申請を行っている場合でも1申請ごとに回答をお願いします。 

 

１ 郵送又は電子による非接触・非対面型の審査を希望する。 

 ※補正等は電話・ファックスによる対応 

 

２ 審査日時・場所を指定した対面型の審査を希望する。 

 ※補正等は再来庁による対応 

 

３ 郵送又は電子による非接触・非対面型の審査を基本としつつ、県内1カ所による審査会場を設

け希望により審査日時・場所を指定した対面型審査も行う。 

 ※補正等は、いずれかの審査を希望したかにより電話・ファックス又は再来庁による対応 

  

 本アンケートにご協力を頂きありがとうございます。 


